












































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































的に(wholly, exclusively and necessarily)当該業務の遂行に当たり支出した費用は、課
税の対象となる報酬から控除することが認められる。」旨 (The Income and Corporation




















給与所得に係る源泉徴収制度は、ＰＡＹＥ(Pay As You Earn)と呼ばれている。ＰＡＹＥ





















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































万円 千円 円 円 円 円 円 円 円 円 %
Ⅰ
(~445）



























































































































































































２００万円 ７８万円 ６５万円 △１３万円
３００万円 １０８万円 ６５万円 △４３万円
４００万円 １３４万円 ８０万円 △５４万円
５００万円 １５４万円 １００万円 △５４万円
６００万円 １７４万円 １２０万円 △５４万円
７００万円 １９０万円 １４０万円 △５０万円
８００万円 ２００万円 １６０万円 △４０万円
９００万円 ２００万円 １８０万円 △３０万円
１０００万円 ２２０万円 ２００万円 △２０万円



































































2. 池本雅男「所得税法 理論と計算（五訂版）」（税務経理協会 平成２１年）























18. 金子宏「租税法理論の形成と解明 上巻」（有斐閣 平成２２年）




















































































76. ＫＰＭＧジャパン「ＫＰＭＧ Ｊａｐａｎ ｔａｘ ｎｅｗｓｌｅｔｔｅｒ ２０１
１年度税制改正」（平成２３年７月）
